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男女共同参画社会とr均等法」
堀　　眞由美
1．はじめに
　「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福
祉の増進に関する法律」（LawRespectingtheImprovement　oftheWelfare
of　Women　Workers，including　the　Guarantee　of　Equal　OpPortunity　and
Treatment　between　Men　and　Women　in　Employment）（以下「均等法」と
いう。）が施行されてから10年が経過した。この間、女性の就業を取り巻く
環境は大きく変化し、職域の拡大等、様々な分野での女性の進出が図られて
きている。保護と平等の兼ね合いなどをめぐり、産声をあげる前から同法に
は賛否がうづまいたが、施行当時、バブル景気の煽りで、女性の雇用は予想
を越える勢いで躍進を遂げた。しかし、バブル崩壊後、雇用情勢は一変し、
長引く不況で女子学生の就職戦線等は「超氷河期」とも表現されるほど、こ
れまでにない厳しい状況下におかれることとなった。均等法も施行後10年たっ
た今日、さまざまな法的不備が表面化し、法の効果についても各方面で議論
が交わされるようになり、見直しについての作業が進められているような状
況である。
　本稿では均等法施行後の10年における女性労働の動向を概観し、今日の女
性の状況の把握に資するとともに、今後の変化の方向性を探る一助にしたい
と願うものである。
2．均等法施行後の女性労働の動向
1986年（昭和61年）4月、勤労婦人福祉法（昭和47年～昭和61年）が土台
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となり、男女平等の枠組み、すなわち雇用における男女平等の取り扱いを基
本とした政策、制度要求とその実現に向けた均等法が施行された。
　まず、均等法の施行規則及び指針を振り返ってみることにしよう。
　均等法の目的は、（1）雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確
保（2）女子労働者の職業能力の開発（3）女子労働者の再就職の援助（4）
職業生活と家庭生活の調和、の4点からなる。その基本的理念は、（1）女
子労働者が、経済的及び社会的発展に寄与する者であること（2）家庭の一
員として、次代を担う者の生育を担当する役割を負っていることであり、こ
れらを基本に①母性が尊重され、②i生別によって差別されることなく、③そ
の能力を有効に発揮して職業生活を充実し、④職業生活と家庭生活の調和が
図れるよう配慮されることにある。
　総則に続いて、募集・採用・配置・昇進・教育訓練・福利厚生・定年・退
職・解雇など採用から退職に至る過程で女性と男性とを均等に取り扱う努力
義務を課し、女性の就業への援助策を提唱している。その中には、職業指導
や再就職援助、再雇用、育児休業など雇用継続の策が盛り込まれており、国
や自治体の責務が規定されている。
　その均等法施行後10年を経た今日、これをめぐる評価がさまざまに行われ
ている。
　全雇用者のうち女性が4割近くを占め、その職域拡大があらわれているこ
と、また社会に法の趣旨が広まり、女性が働くことについて社会的認識を高
める意味でも役割を果してきたことなどがあげられている。しかしながら、
今なお雇用における男女平等の取扱いを実現したといえるまでにはいたって
いないのが現状である。募集、採用、配置、昇進等における男女差別の禁止
が、事業主の努力義務規定にしかすぎないこと、また雇用形態の多様化ゆえ
に差別も多様化してきていること等も指摘されてきている。雇用の平等を実
現するための、女性が働き続けることができる環境、仕組みには多くの課題
が今なお山積みされているといえるのではなかろうか。
　次に均等法施行後の女性の就業・雇用状況の変化をみてみよう。1）
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　総務庁の「労働力調査」によると、1994年（平成6年）わが国の女性の労
働力人口（就業者＋完全失業者）は2，694万人で、労働力人口総数に占める
女性の割合は、40．5％、女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口
の割合）は50．2％である。全就業者数は6，645万人、うち女性は2，614万人で
ある。女性の労働力率は、1980年代（昭和50年代）後半以降趨勢的に上昇傾
向にあり、均等法施行後の1986年（昭和61年）の48．6％から1994年（平成6
年）の50．2％へと1．6％ポイント上昇した。均等法が施行された1986年（昭
和61年）は円高不況期で、労働力需給が大きく緩和した時期である。1987年
（昭和62年）以降徐々に景気が回復に向かい、その後1990年（平成2年）の
バブル景気を迎える。景気拡大期の1992年（平成4年）には50。7％にまで上
昇した。しかし1993年（平成5年）以降長期の不況を反映して、2年連続の
低下を示している。（表1）
　年齢階級別に女性の労働力率をみると、25～29歳層で著しい変化が見られ
る。1986年（昭和61年）の54。5％から1994年（平成6年）の65．3％へと10．8
％ポイントの大幅な上昇を示している。さらに、この層は1993年（平成5年）
以降の不況期にも上昇を続けている。その他の年齢層については、10年前と
比べると、いずれの年齢層でも労働力率は高まり、女性の年齢階層別就業状
態を示すいわゆるM字型曲線は全体的に上方に移動している。（図1）50～
54歳層（6．4％ポイント上昇）、55～59歳層（5．5％ポイント上昇）、45～49歳
層（4．1％ポイント上昇）と中高年齢層での上昇が相対的に大きくなってい
る。
　配偶関係別に女性の労働力率をみると、1986年（昭和61年）には未婚者は
53．3％、有配偶者は51．1％、死別・離婚者は32．4％、1994年（平成6年）に
は未婚者は58．4％、有配偶者は51．8％、死別・離婚者は32．3％となっている。
最近の推移をみると、有配偶者、死別・離婚者は横ばい状態が続き、未婚者
は年々上昇している。（表2）
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　さらに、年齢階級別に有配偶者に占める雇用者の割合を比べてみると、30
～34歳層と65歳以上を除きいづれの年齢層においても上昇しているが、特に
50～54歳層の上昇が著しく、1984年（昭和59年）には58．7％、1994年（平成
6年）には65．5％である。続いて45～49歳層では、1984年（昭和59年）には
65．6％、1994年（平成6年）には69．5％。40～44歳層では1984年（昭和59年）
には66．6％、1994年（平成6年）には67．9％である。（表3）
表3　年齢階級配偶関係別女子労働力率及び雇用者の割合　（単位％）
未 婚 有 酉己　偶 死別 離別
日召和59年 平成6年 59年 6年 59年 6年
計 53．6（47．0） 58。4（52．6）51．1（29．5） 51．8（36．3）32．932．3
15～19歳18，4（16．5） 16．9（15．3） ＊（＊） ＊（＊） ＊ ＊
20～24 79．6（73．0） 78．6（72．9）41．1（31。5）41．4（36．2） ＊ ＊
25～29 87．0（76．5）91．8（83．7） 39．2（28．2）41．4（34．7） ＊ ＊
30～34 8L8（68．2）88．2（77．9）46．1（28．8）44．5（34．7）80．084．6
35～39 80．0（60．0）81．8（69．7）57．0（34．8） 58．1（44．9） 85．789．5
40～44 80．0（60．0）75．0（60．7）66．6（42．5） 67．9（52．3）85．287．5
45～49 75．0（56．3）75．0（58．3） 65．6（40．2）69．5（52，6） 81．886．0
50～54 68．8（50．0）70．6（52．9）58．7（32。5） 65．5（46．8）72．380．8
55～64 57．1（38．1） 53．6（39．3）44．3（17．5）46．8（26．7）46．653．1
65歳以上 ＊（＊） 21。7（13．0）21．7（4．3）21，5（5．8）12．2ll．3
資料出所：総務庁統計局「労働力調査」
注）　（）内は当該年齢人口に占める雇用者の割合である。
　均等法施行以後女性労働者は毎年増加傾向にあり、9年間で486万人の増
加となっている。こうした女性雇用労働者の増加を促してきた要因の一つは、
週35時間未満で働く、いわゆるパートタイム労働者の増加である。1986年
（昭和61年）パートタイム労働者は503万人、そのうち女性は352万人、1994
年（平成6年）には967万人、女性は647万人に増加し、女性雇用者中に占め
るパートタイム労働者の割合は32．5％である。（表4）女性パートタイム労
働者の年齢構成について、労働省「賃金構造基本統計調査」により1994年
（平成6年）の状況をみると、45～54歳層が34．4％、35～44歳層が27．6％であ
り、これに55歳層以上の17．1％を加えると、35歳以上の女性パートタイム労
働者は79．1％と8割近くを占めている。またこの中でも45歳層以上の割合が
高まっている。
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表4　短時間雇用者数及び構成比の推移（非農林業）
総 数 女
年 雇用者数 短時間雇用者数
雇用者中に
占める短時
間雇用者の
雇用者数 短時間雇用者数
雇用者中に
占める短時
間雇用者の
（万人） （万人） 割合　（％） （万人） （万人） 割合　（％）
昭和35年 2106， 133 6．3 639 57 8．9
40 2，713 168 6．2 851 82 9．6
45 3，222 216 6．7 1，068 130 12．2
50 3，556 353 9．9 1，137 198 17．4
55 3，886 390 10．0 1，323 256 19．3
56 3，951 395 10．O 1，359 266 19．6
57 4，012 416 10．4 1，386 284 20．5
58 4，119 433 10．5 1，451 306 21．1
59 4181， 464 ll．1 1，484 328 22．1
60 4，231 471 11．1 1，516 333 22．0
61 4，296 503 ll．7 1，550 352 22．7
62 4，346 506 ll．6 1，581 365 23．1
63 4，454 533 12．0 1，635 386 23．6
平成元 4，592 602 13．1 1713， 432 25．22 4，748 722 15．2 1795， 501 27．93 4，906 802 16．3 1875， 550 29．34 5，018 868 17．3 1，930 592 30．75 5，099 929 18．2 1，962 623 31．86 5135， 967 18．8 1，989 647 32．5
資料出所：総務庁統計局「労働力調査」
　注）1　短時間雇用者とは調査対象週において就業時間が35時間未満であった者をいう。
　　　（季節的，不規則的雇用者を含む。）。
　　　2　雇用者数は休業者を除く。
　　　3　昭和35，40年の数字は時系列接続用に補正していない。
　このように子育て後に再就職しようとする女性は「家事との両立がしやす
い」「都合のよい勤務時間が選べる」など時間や場所に束縛されずに自分の
生活に合った労働形態を求める傾向が強くなっている。事業者側も、仕事の
内容がパートタイム労働者で間に合い、しかも人件費が割安となる。労働力
の需要側と供給側双方の二一ズに合った就業形態ゆえに女性パートタイム労
働者が増加したと考えられるのである。
　次に、労働省「賃金構造基本統計調査」により女性雇用者全体の勤続年数
をみると、1986年（昭和61年）は7．0年、1994年（平成6年）は7．6年で、0．6
年の上昇である。これを、年齢階層別にみると、すべての年齢階層で前年と
同水準か若干上昇しているが、35歳層以上での伸びが目立っているといえる
だろう。（図2）
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図2　年齢別女子勤続年数????????
◆一・昭和55年
ロー昭和61年
O一平成6年
　　O　　　l8　　　20　　　25　　　30　　　35
　　1　　1　　1　　1　　1　　1
　　17　　　19　　　24　　　29　　　34　　　39
資料出所：労働省「賃金構造基本統計調査」
40　　　45　　　50　　　55　　　60　　　65
　　1　　1　　1　1　歳
44　　　49　　　54　　　59　　　64　　　以
　　　　　　　　　　　上
　女性雇用者を勤続年数階級別にみると、1～2年の者が1986年（昭和61年）
には22。6％、1994年（平成6年）には23．0％で最も多く、次いで5～9年の
者が1986年（昭和61年）には22．4％、1994年（平成6年）には21．3％となっ
ている。また、勤続10年以上の女性の割合は1986年（昭和61年）には25．4％、
1994年（平成6年）には27．1％で、今日女性雇用者の4人に1人は勤続10
年以上である。（表5）
　このように、女性雇用者のなかで10年以上もの勤続年数を持つ女性が一定
割合を占めるようになったことで、管理職になる者も増加してきている。
　年齢別勤続年数別比率の変化でみてみると、25～29歳層の勤続年数が0～
14年のところで、また30～59歳層の勤続年数が15年以上のところで比率の増
加が目立つようである。（表6）
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勤 続 年 数区　分
計 0年 1 2 3～45～910～1415～1920年以上
昭和55年 100．0 15．212．511．116．925．010．7 5．0 3．4
56 100．0 15．0 24．2 16．324．011．5 5．2 3．8
57 100．0 14．9 25．0 16．023．1ll．7 5．2 4．1
58 100．0 14．2 24．6 16．822．312．4 5．4 4．2
59 100．0 14．1 23．6 17．321．713．0 5．7 4．6
60 100．O 13．3 23．0 17．021．813．0 6．4 5．5
61 100．0 13．2 22．6 16．422．412．8 6．9 5．7
62 100．0 12．3 23．0 16．222．812．4 7．2 6．1
63 100．0 13．4 22．3 16．422．611．8 7．4 6．2
平成元 100．0 13．5 21．8 16．022．7ll．4 7．9 6．7
2 100．0 14．0 22．5 14．822．2ll．4 7．8 7．3
3 lOO．0 13．9 23．2 14．521．5ll．5 7．6 7．7
4 100．0 13．5 23．4 15．720．411．5 7．5 8．0
5 100．0 12．7 24．0 16．720．311．0 7．0 8．3
6 100．O 10．5 23．O 18．121．3ll．3 6．9 8．9
資料出所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　男女共同参画社会と「均等法」
表5　勤続年数階級別女子労働者構成比の推移　　（単位％）
勤 続 年 数
勤続計 0年 1～2年3～4年5～9年10～14年15～19年20～24年25～29年30年以上
年齢計 O．1 一2．1 一〇．2 一1．5 一1，5　　0．7 6．9 5．1 2．8　－1．6
～17歳一14。4 一13．2 一15．9 一 一 一
18～19 一7，5 一8，6 一5．6 一20．3 一 一
20～24 一1．5 一〇。5 一1．1 一2，8 一3．6　　一 一 一
25～29 4．8 3．9 6．9 7．1 3．0　　4．5 一 『
30～34 2．3 3．2 一〇．4 0．7 1．5　　2．8 5．3 一
35～39 O．4 一3．2 一4．2 一5．9 一3．3　－2．2 6．2 4．9
40～44 0．3 一3．9 一4．0 一7．2 一7．2　－0．1 3．9 5．2 3．1　　一
45～49 一2．4 一3。5 一2．8 一6．0 一6．6　－1．9 4．1 4．2 1．3　　0．6
50～54 一2．7 1．6 1．4 一3，0 一3．8　　1、1 7．0 6．7 3。1　－2．5
55～59 一〇．1 5．6 8．2 4．1 一1．8　－1．6 11．9 2．8 5．7　－1．3
60～64 一4．9 一2．3 0．2 一1．2 一4．3　－6．8一7．7 一9．1 一3。6　－3．2
65歳以上 一4．3 一2．4 一 一1．3 一5．8　－6．8一3．7 一8．0 一1．1　　3．4
労働省「賃金構造基本統計調査j
　　　　　表6　年齢別勤続年数別女子比率の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業規模計，学歴計1986～1994年，％ポイント）
資料出所．労働省「賃金構造基本統計調査」
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　さらに、学歴別年齢別勤続年数別比率をみてみると、大卒は25～34歳層の
勤続年数の比較的短い層に多く、短大卒・高卒は35～49歳層の勤続年数の長
い層に多くみられる。（表7）
　　　　　表7　学歴別年齢別勤続年数別女子比率の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　（企業規模計，1986～1994年，％ポイント）
勤続年数 勤続年数学歴 年齢 3～4年　　5～9年年　齢 15～19年　　20～24年
中　卒 25～29歳 一4．4　　　　－9．3 35～39歳 5．3　　　　　6．7
30～34 一ll．9　　　－6．2 40～44 7．5　　　　　9．3
45～49 3．0　　　　　7．8
高　卒 25～29 1．7　　　　－0．7 35～39 6．3　　　　　4．5
30～34 一4．1　　　　－2。0 40～44 6．8　　　　　4。7
45～49 5．7　　　　　7．1
短大卒 25～29 一6．3　　　　－2．8 35～39 16．6　　　　15．2
30～34 2．1　　　　－2．3 40～44 18．5　　　　　9。5
45～49 14．5　　　　　9．5
大卒 25～29 9．1　　　　　7。2 35～39 1．1　　　　　一
30～34 7．7　　　　　3．6 40～44 1．5　　　　　1．0
45～49 2．0　　　　　0．8
資料出所・労働省「賃金構造基本統計調査」
女性雇用者（パートタイム労働者を除く）の学歴別構成比の推移をみると、
1986年（昭和61年）には中卒24．3％、高卒56．5％、高専・短大卒15．O％、大
卒4．2％となっている。それに対し、その後進学率の上昇に伴い、高等教育
終了者の割合が増加傾向を示しており、1994年（平成6年）では、中卒13．6
％、高卒56．4％、高専・短大卒22．5％、大卒7．4％になっている。中でも中卒・
高卒の割合は、1989年（平成元年）以降年々低下している。（表8）
企業規模別年齢別勤続年数別にみると、45～49歳層で著しい変化がみられ
る。規模の小さい企業（10～99人）で45～49歳層の勤続年数の長期化の比率
が増加している。（表9）
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　また、女性の雇用者数を産業別にみると、第1次産業の女性就業者数は
1986年（昭和61年）には236万人（10．1％）、1994年（平成6年）には172万人
（6．6％）、第2次産業では1986年（昭和61年）には648万人（27．8％）で、1994
年（平成6年〉には667万人（25。5％）。第3次産業では1986年（昭和61年）
には1，436万人（6L7％）、1994年（平成6年）には1，775万人（67．9％）であっ
た。1986年（昭和61年）から1994年（平成6年）にかけて、女性就業者数が
第1次産業では急激な減少が、第3次産業では大幅な上昇がみられたことを
読みとることができるのである。（表10〉
　I　L　Oの統計で女性の産業別就業者数をみると、主要先進国ではわが国よ
りも第3次産業に従事する割合がさらに高くなっている（アメリカでは1993
年に85．6％、旧西ドイッでは1992年に76．7％）。（表ll）
　1994年（平成6年）のところでわが国女性雇用者数を産業別にみてみると、
サービス業は672万人（女性の雇用者総数に占める割合33．0％）で最も多く、
次いで卸売・小売業・飲食店が552万人（同27．1％）、製造業が470万人（同
23．1％）で、これら3産業に女性の雇用者の83．3％が働いている状況である。
（表12）
　職種別にみると、事務従事者が698万人（女性の雇用者総数に占める割合
34．3％〉と最も多く、次いで技能工、製造・建設作業者が374万人（同18．4％）、
専門的・技術的職業従事者が300万人（同14．7％）、販売従事者が255万人
（同12．5％）、保安職業・サービス職業従事者が241万人（同lL8％）となって
いる。（表13）
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「均等法」男女共同参画社会と
とび雇用者総数に占める女子の割合の推移
区 分
??専職門業的　　従?????
管職
　業
理従
　　事
的者
??????? ????????? ??運従???????技建能設?????????
?????保職筆業
サ従?????
昭和35年100．0 9．0 0．3 25．48．7 3．6 0．3 0．7 35．9 16．140 100．0 8．7 0．5 28．810．1 1．6 0．1 2．5 25．28．0 14．5
45 10009．1 0．5 30．910．2 0．9 0．1 2．0 26．66．0 13．750 100．011．60．9 32．211．1 0．8 0．0 1．5 24．63．7 13．7
55 100．013．0 0．8 32．711．60．7 0．0 1．0 23．24．0 12．956 100．013．1 0．9 32911．60．6 0．0 0．9 2335．3 11．457 100．013．20．8 33．2ll．90．7 0．0 0．9 22．45．6 ll．2
58 100．013．5 0．8 32．612．0 0．7 0．0 0．9 22．3 5．5 11．5
59 100．013．70．9 32．912．1 0．7 0．0 0．8 22．5 5．3 11．2女 60 100．013．60．9 32．811．80．6 0．0 0722．75．6 11．261 100．013．70．9 33．012．1 0．7 0．0 0．7 22．25．2 11．3
構 62 100．014．1 1．0 32．912．60．6 0．0 0．6 21．45．3 11．363 100．014．1 1．0 33．312．70．6 0．0 0．6 21．35．4 10．9
平成元 100．014．01．0 33．7126 0．6 0．0 0．5 21．2 5．6 10．72 100．013．8 1．0 34．412．5 0．6 0．0 0．5 20．65．6 10．73 100．013．9 1．0 34．912．6 0．6 00 0．5 20．1 5．4 10．8
成 4 100．013．7 1．0 34．912．7 0．6 0．0 0．5 19．5 5．6 ll．25 100．014．1 1．0 34．412．6 0．6 0．0 0．5 19．35811．56 100．014．7 1．0 34．312．5 0．6 0．0 0．6 18．45．9 11．8
昭和35年 100．0 7．9 5．1 20．07．2 3．2 2．2 5．8 42．8 5．840 100．0 6．6 5．8 1987．9 2．3 1．0 8．5 34．68．0 5．5比 45 100．0 6．6 5．7 17．4， 10．5 1．4 04 8．9 37．66．0 5．350 100．0 6．8 7．8 16．112．1 1．3 0．4 8．2 3753．5 6．3
（ 55 100．0 7．2 7．9 16．213．0 1．1 0．2 8．2 36．136 6．4
％ 56 100．0 7．4 8．1 16．213．0 1．3 0．2 7．8 35．84．2 6．057 100．0 7．7 7．6 16．413．7 1．2 0．1 7．7 35．64．0 5．8
） 58 100．0 7．9 7．3 16．514．5 1．1 0．1 7．6 34，．9 4．0 5．959 100．0 8．6 7．2 16．514．6 1．1 0．1 7．3 34．54．1 5．9男 60 100．0 8．6 7．0 16．214．4 1．0 0．1 7．2 34943 6．161 100．0 8．6 6．9 15．714．8 1．1 0．1 7．3 34．94．3 6．2
62 100．010．2 7．2 15．315．1 1．1 0．1 7．0 33．1 4．4 6．2
63 100．010．6 7．2 15．315．3 1．0 0．1 6．8 32．74．6 6．0
平成元 100．011．1 7．2 15．215．3 1．0 0．1 6．9 32．24．7 6．02 100．011．3 7．2 15．215．00．9 0．1 6932．24．8 6．23 100．011．9 7．2 15．314．8 1．0 0．1 6．6 31．84．8 6．34 100．012．1 7．4 15．014．8 1．0 0．1 6．4 31．849 6．45 100012．0 6．9 15．014．80．9 0．1 6．4， 31．952 6．66 100．011．9 6．6 15．114．80．9 0．1 6．4， 32．25．0 6．8
昭和35年 31．133．32．5 35．934．732．95．7 5．3 26．9 54．8一雇 40 31．737．63．4 39．937．023．75．0 12．024．931．554．7用 45 33．240．73．8 46．932．623．810．010．125．933．256．2
者 50 32．044．45．4 48．530．222．00．0 7．7 23632．650．8
総 55 34．148．45．1 51．131．625．00．0 6．1 24．936550．9
数 56 34．548．35．3 51．631．820．90．0 5．9 25．540．249．8
に 57 34．647．55．5 51831．524．40．0 5．9 25．042．350．5
の
占女
め子
る比享率
58
59
60
61
62
63
35．3
35．6
35．9
36．2
36．5
36．8
48．4
47．0
46．8
47．5
44．1
43．6
5．7
6．2
6．8
7．2
7．3
7．2
52．0
52．4
53．1
54．2
55．2
55．9
31．1
31．3
31．5
31．7
32．3
32．6
23．8
26．3
26．3
26．8
25．0
25．0
0．0
0．0
0．0
0．0
0．0
0．0
5．9
5．7
5．2
5．1
4．8
4．9
25．9
26．5
267
26．5
27．1
274
42．7
41．2
42．2
40．9
40．8
40．8
51．4
51．1
50．9
50．9
51．3
51．3
割 平成元 37．442．87．9 57．032．926．80．0 4．7 28．241．751．4
ム 2 37．942．67．7 58．033．828．2O．0 4．2 28．241．651．3口 3 38．342．28．2 58．634．729．30．0 4．7 28．241．351．5（? 4 38．641．67．9 59．335．128．60．0 4．7 27．841．552．6
） 5 38．642．58．3 59．134．829．30．0 5．1 27．641．352．36 38．844．1 8．7 59．134．930．80．0 5．5 26．642．552．5
に含まれている「労働作業者」が新たに「清掃員」していた
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　次に、賃金についてみてみると、1994年（平成6年）の女性一般労働者
（平均年齢36．1歳、平均勤続年数7．6年）の所定内給与額（賃金）は203，000円
（男性は327，400円）。1986年（昭和61年）は、150，700円（男性は252，400円）。
約35％の伸びである。この間男性の場合の伸び率は、約30％であるから、男
女共に着実な増加となっているが、女性の場合の伸び率の方が男性のそれを
上回っており、男女間格差も若干ではあるが縮少してきていることが認めら
れるのである。（表14）
表14　きまって支給する現金給与額、所定内給与額の推移
　　　　　　　　（産業計，企業規模計，学歴計）
きまって支給する現金給与額 所　定 内　給 与　額
年 女 男 男女間格差（男子二100．0） 女 男
男女問格差
（男子＝100．0）
千円 千円 千円 千円
昭和55年 122．5 221．7 55．3 ll6．9 198．6 58．9
56 130．5 235．3 55．5 124．6 211．4 58．9
57 136．2 246．1 55．3 130．1 222．0 58．6
58 141．2 254．4 55．5 134．7 229．3 58．7
59 146．6 265．1 55．3 139．2 237．5 58．6
60 153．6 274．0 56．1 145．8 244．6 59．6
61 158．9 280．8 56．6 150．7 252．4 59．7
62 164．8 286．1 57．6 155．9 257．7 60．5
63 169．5 296．1 57．2 160．0 264．4 60．5
平成元 176．7 310．0 57．0 166．3 276．1 60．22 186．1 326．2 57．1 175．0 290．5 60．23 195．7 340．6 57．5 184．4 303．8 60．74 203．6 345．6 58．9 192．8 313．5 61．55 207．5 349．4 59．4 197．0 319．9 61．66 213．7 357．1 59．8 203．0 327．4 62．0
資料出所：労働省「賃金構造基本統計調査」
　今度は労働時間について、労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模30人
以上）によりみてみると、1986年（昭和61年）には女性の総実労働時問は
162．2時間、所定外労働時問は6．8時間。1994年（平成6年）には144．2時間、
所定外は5．3時間で、7年連続で減少している。また、1人平均月間出勤日
数も、1986年（昭和61年）の21．6日（男性21．9日）から1994年（平成6年）
の19．6日（男性20．1日）と減少している。（表15）
一ll2一
男女共同参画社会と「均等法」
表15　1人平均月間実労働時間数及び出勤日数の推移
月間実労働時間数 （時間） （日）
区　　分 総実労働時間数 所　定 内 所　定 外
女 男 女 男 女 男 女 男
規 平成2年 155．6182．0 149．7 164．6 5．9 17．4 21．1 21．7
模 3 152．7 178．3 147．1 161．9 5．6 16．4 20．8 21．4，??? ? 150．2
144．5
174．6
169．9
145．4
140．1
160．5
157．1
4．8
4．4
14．1
12．8
20．6
20．0
21．2
20．7
上 6 143．3 169．3 139．0 156．6 4．3 12．7 19．9 20．6
昭和35年 192．1 206．8 181．6180．5 10．5 26．3 23．9 24．3
40 181．4197．8 174．7 177．1 6．7 20．7 23．2 23．8
規 4550
174．l
l63．O
192．7
175．8
167．1
158．2
171．2
162．8
7．0
4．8
21．5
13．0
22．4
21．5
23．2
21．8
55 164．1 181．2 158．1 164．1 6．0 17．1 21．8 22．O
模 56 163．5 180．5 157．5 163．7 6．0 16．8 21．7 21．9
57 162．9 180．3 156．9163．8 6．0 16．5 21．7 21．9
58 162．9 180．5 156．6 163．7 6．3 16．8 21．7 21．930 59 164．2182．3 157．4 164，．4 6．8 17．9 21．8 22．0
60 162．5 182．4 155．8163．6 6．7 18．8 21．7 21．9
人 6162
162．2
162．7
181．9
182．6
155．4
155．6
163．6
163．9
6．8
7．1
18．3
18．7
21．6
21．6
21．9
21．9
63 161．1 183．5 153．5 163．7 7．6 19．8 21．6 21．8
以 平成元 158．9181．8 151．4161．7 7．5 20．1 21．2 21．5
2 155．3179．4 148．1 159．5 7．2 19．9 20．7 21．23 153．0176．2 146．2 157．3 6．8 18．9 20．5 20．9上 4 150．2172．2 144．5 156．1 5．7 16．1 20．2 20．75 144，．8 167．6 139．5153．2 5．3 14．4 19．7 20．26 144．2 166．9 138．9 152．7 5．3 14．2 19．6 20．1
資料出所，労働省「毎月勤労統計調査」
　注）40年以前はサービス業を含まない数値である。
　次に新規学卒就職者の就職率の推移をみることにしよう。文部省「学校基
本調査」（1994年）により、女性の新規学卒就職者構成比を学歴別にみると、
1986年（昭和61年）には大学卒は12．2％、短大卒は23．2％、高校卒60．1％、
中学卒4．5％。1994年（平成6年）には各々20．4％、33．3％、44．6％、1．7％
となっている。（表16〉また、学歴別新規学卒就職率の推移をみると、1986
年（昭和61年〉には大卒73．4％、短大卒82．2％、高卒4L5％中卒2．7％。1994
年（平成6年）には大卒67．6％、短大卒70．7％、高卒26．0％中卒1．0％である。
（表17）均等法施行後、女性の新規学卒就職者は円高不況期にやや低下した
ものの1988年（昭和63年）以降景気の拡大で上昇に転じ1992年（平成4年）
まで上昇を続けた。しかし、バブル崩壊後の不況期に再度低下し、1996年
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（平成8年）以降低下傾向の状態が続いている。
　　　　　　　　　表16　学歴別新規学卒就職者構成比の推移
区 分 計 中学校卒 高等学校卒 短期大学卒 大　学　卒
昭和35年 100．0 54．4 42．1 1．7 1．8
40 100．0 43．2 50．8 3．5 2．5
45 100．0 20．2 64．8 10．5 4．5
50 100．0 9．2 64．0 18．3 8．5
55 100．0 5．2 60．6 22．5 11．759 100．0 5．1 60．0 23．0 ll．960 100．0 5．1 57．0 25．1 12．7
構 女
61
62
100．O
lOO．0
4．5
4．1
60．1
59．3
23．2
23．1
12．2
13．563 100．0 3．6 55．9 27．0 13．5
平成元 100．0 3．4 54．6 28．4 13．72 100．0 2．9 53．7 28．5 14．93 100．0 2．5 52．O 29．2 16．34 100．0 2．1 50．0 30．6 17．3成 5 100．0 1．9 47．0 32．6 18．56 100．0 1．7 44．6 33．3 20．47 100．0 1．5 41．9 33．8 22．7
昭和35年 100．0 46．2 41．0 0．9 ll．840 100．0 40．6 43．4 1．3 14．845 100．0 19．8 56．0 1．7 22．5比 50 100．0 9．2 52．1 2．3 36．455 100．0 7．2 50．6 1．9 40．3
（
59 100．0 8．0 50．6 1．6 39．860 100．0 8．1 49．1 1．7 41．1％ 61 100．0 7．5 52．2 1．5 38．7
） 男 62 100．0 7．3 51．3 1．5 39．963 100．0 7．4 50．7 1．7 40．1
平成元 100．0 7．1 51．7 1．9 39．42 100．0 6．4 51．5 1．9 40．23 100．0 5．5 51．0 1．8 41．74 100．0 4．8 51．1 1．9 42．25 100．0 4．4 50．2 2．1 43．46 100．0 4．1 48．4 2．2 45．27 100．0 3．8 46．1 2．1 48．0
資料出所：文部省「学校基本調査」（平成7年は文部省「学校基本調査速報」）
　注）　　各年3月末
　　　　　高等専門学校、大学院卒業者を含まない数値である。
　　　　　就職者には就職進学者（就職しながら進学している者〉を含む。
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学歴別新規学卒就職率の推移表17
区 分 計 中学校卒 高等学校卒 短期大学卒 大学卒
昭和35年 44．837．5 58．6 49．8 64．1
40 39．026．0 62．9 57．4 66．7
45 39．316．1 61．2 68．8 59．9
50 30．65．9 48．0 73．0 62．8
55 29．43．2（83。1）45．6（90．6）76．4（78．2）65．7（67．7）
就 59 28．43．O（78．9）43．7（89．3）79．7（81，4）
70．7（73．5）
60 28．22．9（78．0）43．4（90．0）81．3（83．1）72．4（75．4）
61 28．02．7（76．3）41．5（87。9）82．2（84．2）73．4（76．8）
女 62 26．22．3（71．3）38．6（85．9）82．2（84．3）73．6（77．2）
63 26．52．0（70．2）37．7（86．5）83．0（85．O）75．2（78。7）
平成元 27．01．9（69．2）37．0（87．5）86．1（88．3）78．5（82．4）
2 27．71．8（69。0）36．2（88．6）88．1（90．4）81．0（85．1）3 28．4， L7（68．6）34．8（88．8）88．0（90．8）81．8（86．1）職 4 28．31．5（67．4）32．9（88．6）86．8（89．9）80．4（84．9）5 26．61．3（62．5）29．6（86．O）80．8（84．1）75．6（80．5）6 23．91．0（55．9）26．0（80．8）70．7（74．1）67．6（72．6）7 22．6O．9（50．6）23．4（76．7）66．0（69．5）63．7（68．6）
昭和35年 51．137．7 63．7 79．5 86．3
40 41．026．9 57．9 84．1 86．6
率 45 39．916．5 55．4 80．5 82．8
50 30．25．9 41．1 75．6 77．5
55 29．54．5（86．2）40．2（83．3）71．8（80．6）78．5（84．6）
59 27．84．6（84．4）38．2（87．2）73．0（83．0）78．7（86．1）
60 27．74．5（88．3）38．7（88．3）72．6（82．4）78．8（86．6）
61 27．64．4（81．6）37．4（87．3）69．9（79．7）78．9（86。9）
男 62 25．93．9（79．2）34．6（85．1）66．7（76．2）78．3（86．6）
（ 63 25．6
3．9（79．7）34．2（84．2）68．7（78．1）78．8（87．2）
?）
平成元
　　　　2
25．7
26．6
3．8（79．5）
3．7（79．8）
34．2（84．7）
34．2（85．5）
71．6（80．6）
72．9（83．2）
80．1（88．9）
81．0（90．1）
3 27．53．4（79．6）34．0（85．9）73．0（83．6）81．1（90．2）4 27．43．1（78，5）33．3（86．3）70．6（81．3）79．7（89．4）5 26．22．7（75．2）31．4（84．5）66．3（75．9）76．5（86。8）6 25．32．4（72．4）29．4（81．3）61．7（71．4）71．8（82．4）7 24．32．2（68．7）27．9（79．6）57．2（66．8）68．7（78．5）
資料出所：文部省「学校基本調査」（平成7年は文部省「学校基本調査速報」）
注〉1　各年3月末
　　2　高等専門学校、大学院卒業者を含まない数値である。
　　3　就職者には就職進学者（就職しながら進学している者）を含む。
　　　　　　　就職進学者を含む就職者数　　4就職率ロ　　　　　　×100　　　　　　 卒業者
　　　ただし（）内の就職率は以下の算式による。
　　　　　　　　　　　　　就職者　　　大　　　学一卒業者＿進学者＿臨床研修医（予定者含む）×100
　　　　　　　　　就職者　　　短期大学諾　　　　　　　×100　　　　　　　　卒業者一進学者
　　　　　　　　　　　　　就職者　　　高筏中学＝卒業者＿進学者等（就職進学者を除く）　X100
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3．女性のライフサイクルと労働
　以上、均等法施行後の女性労働の動向について概観した。まず指摘できる
ことは、女性労働者の増加である。特に30歳層以上で長期勤続者の占める割
合が増加しているということが確認された。さらにみてみると、25～34歳層
では大卒女性で勤続年数の短い層が増加しているのに対して、40～59歳層で
は短大卒・高卒女性の長期勤続者が中小企業で増加しているという特徴的な
傾向が認められるようである。全体の平均勤続年数についてみてみると変化
は目立たないが、10年以上の長期勤続者の増加が著しいことが認められるの
である。
　またこれまで女性雇用者がいなかった職業のうち、「電気・気動車運転士」
「航空機操縦士、航空機関士」「鉄工、びょう打工、製缶工」「汽缶士」「起重
機・巻上機運転工」「建設機械運転工」「とび工」の7種類の職業で新たに女
性が進出している。これらの職業へ女性が進出したのは、1986年（昭和61年）
の改正労働基準法及び女子労働基準規則の改正により、女性の就業制限業務
が大幅に緩和され、男性・女性という枠にはとらわれず各人の意欲と能力に
応じ、幅広く女性の就業が可能になったことが大きな原因の一つとなってい
ると思われる。また、専門的・技術的職業従事者では、人文・社会科学系研
究者、建設技術者、獣医師が、事務従業者では、電子計算機等操作員が、労
務作業者では、航空機組立工・整備工等の雇用者数が増加し、職域の拡大が
認められる。
　「男女共同参画に関する世論調査」（1995年7月、総理府）によると、「女
性の就業のあり方として望ましい形態」に対する回答では、「子供ができた
ら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」とするものが39．8
％と最も多く、1984年（昭和59年）の調査ではそれが45．3％であった。次い
で、「子供ができてもずっと職業を続ける方がよい」とするものが、1995年
（平成7年）では32．5％、1984年（昭和59年）ではそれが20．1％であったか
ら、これは大幅な増加を示しているといえよう。「子供ができたら職業をや
め、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」という意識は減少したが、一
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表18　女性の就職（業）のあり方として望ましい形態
該 女な 結職い 子で方 子職く業 子ずる そ わ
性い 婚業 どはが ど業なを どつ方
当 は方 すを も’よ もをつも もとが か職が
業よ
るも
まつ
が職い
で業
がやたつ
でめら方
が職よ
で業い の ら者 をい で方 きを き’再が きを な
も はが るも た大びよ て続
数 た ’よ まつ らき職い もけ 他 い
人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成7年7月調査
女　　　性 1，974 4．1 7．4 10．8 39．832．5 2．4 2．9
（年　　齢）
20～29歳 235 0．4 7．2 12．3 46．428．9 2．1 2．6
30～39歳 388 1．3 3．4 8．2 41．840．5 2．6 2．3
40～49歳 449 3．6 5．8 8．7 36．339．9 2．9 2．9
50～59歳 396 5．1 9．3 10．1 42．428．5 2．3 2．3
60～69歳 304 5．6 9．2 15．5 37．527．3 2．0 3．0
70歳以上 202 10．412．913．4 34．720．3 2．5 5．9
（職　　業）
有　　　職 994 3．0 5．3 8．1 38．739．7 2．7 2．3
無　　　職 980 5．1 9．6 13．6 40．925．1 2．1 3．6
男　　　性 1，485 4．6 11．112．7 37．127．2 3．3 3．9
　　　　　㈱
昭和59年5月調査
女　　　性 4，431 6．1 ll．110．6 45．320．1 6．9
（年　　齢）
20～29歳 636 3．6 10．413．4 4，8．7 19．8 4．1
30～39歳 1260， 5．6 9．9 8．8 49．820．8 5．0
40～49歳 1，083 5．0 10．2 9．7 48．521．0 5．7
50～59歳 759 6．7 12．912．3 41．120．6 6．5
60～69歳 465 8．8 13．1ll．8 36．819．1 10．3
70歳以上 228 12．713．6 8．8 26．813．6 24．6
（職　　業）
有　　　職 2，148 4．7 9．2 9．5 45．926．0 4．6
無　　　職 2，283 7．3 12．8ll．6 44．714．5 9．0
男　　　性 3，600 9．8 16．413．4 36．115．7 8．6
資料出所：総理府「男女共同参画に関する世論調査」（平成7年〉
　　　総理府「婦人に関する世論調査」（昭和59年）
㈱　質問文　一般的に女性が職業をもつことについて，どのようにお考えになりますか。
　　選択肢（ア）職業をもち，結婚や出産の後も仕事を続ける方がよい
　　　（イ）職業をもち，結婚や出産などで一時期家庭に入り，育児が終わると再び職業
　　　　をもつ方がよい
　　　（ウ）職業をもち，結婚を契機として家庭に入る方がよい
　　　＠　職業をもち，出産を契機として家庭に入る方がよい
　　　（オ〉職業をもたない方がよい
　　　　　わからない
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方で「子供ができてもずっと職業を続ける方がよい」という継続就業を望む
女性が増えた。しかしながら、「就業継続型」の割合が最近急速に高まって
きているとはいうもののなお「就業中断型」を上回るには至っていない。
（表18）
　また、いわゆるM字型曲線が全体的に上方に移動する要因としては、出生
率の低下や女性の晩婚化・晩産化並びに若干ではあるがD　I　NKS
（DOUBLE　INCOME　NO　KIDS）のような出産を望まない夫婦の存在、未
婚率や離婚率の上昇等々が考えられる。それらにより労働市場にとどまる女
性が増加している。こうした労働力率の年齢階層別変化は、女性の就業構造
の変化、就業と家庭生活との両立を取り巻く環境変化、女性のライフサイク
ルと密接に関連している。
　女性の平均初婚年齢は、1985年（昭和60年）には、25．5歳、1994年（平成
6年〉には、26．2歳で、上昇の度合いは男性よりも大きく　（男性28．2歳→
28．5歳）、初婚年齢の男女差は縮まってきている。合計特殊出生率（15歳か
ら49歳までの女性の年齢別出生率を合計した値で、1人の女性が仮にその年
次の年齢別出生率で一生の間に生むとした時の平均子供数に相当する）は、
1986年（昭和61年）は1．72人、1994年（平成6年）は1．50人と減少傾向にあ
り、1993年（平成5年）には過去最低の1．46人を記録している。（表19）第
一子出生時の女性の平均年齢をみると、1985年（昭和60年）には26．7歳、
1994年（平成6年）には、27。3歳である。未婚率は、1985年（昭和60年）に
20～24歳層で81．4％、25～29歳層で30．6％、30～34歳層で10．4％である。
1994年（平成6年）の未婚率は、20～24歳層で85．9％、25～29歳層で40．2％、
30～34歳層で13．9％で、全般的に未婚率は上昇している。しかし、30歳代後
半になると1桁台となり、生涯未婚ですごす者が急速に増えているとまでは
いえない状況である。（表20）
　離婚率は、長期的に見て増加傾向にあり、1994年（平成6年）は過去最高
の195，106件である。20歳代後半層の離婚が最も多いものの、40歳代、50歳
代の離婚の占める割合も増加している。（図3）
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の年次推移人口動態総覧（率）表19
　1〉年
?????増自
??
然
死乳
???
死新
亡生
率児
雷死
産　産???
死周
亡産
率期
?????。△，2）????
次 生
（人口千対） （出生千対） 総数 自然 人工 （出生千対〉 （人口千対） 率
昭和22年 34．314．619．776．731．44．2 12．01．024．54
23 33．5ll．921．6 1．727．550．9＊36．9＊10．9 ll．90．994．40
24 33．O11．621．462．526．966．7＊39．1＊25．9 lO．31．014．32
25 28．110．917．260．127．484．941．743．246．68．6 1．013．65
26 25．39．9 15．457．527．592．243．049．346．77．9 0．973．26
27 23．48．9 14．4 9．425．492．342．849．545．67．9 0．92 ．98
28 21．58．9 12．648．925．593．843．550．246．07．8 0．862．69
29 20．08．2 11．944．624．195．644．651．145．17．9 0．872．48
30 19．47．8 11．639．822．395．844．551．343．98．O 0．842．37
31 18．48．0 10．4 0．623．097．146．950．145．57．9 0．802．22
32 17．28．3 8．9 40．021．6101．249．951．345．08．5 0．792．04
33 18．07．4 10．534．519．5100．750．250．543．99．0 0．802．11
34 17．57．4 10．133．718．6100．651．349．343．09．1 O．782．04
35 17．27．6 9．6 30．717．O100．452．348．141．4， 9．3 0．742．00
36 16．97．4 9．5 28．616．5101．754．347．40．99．4 0．741．96
37 17．O7．5 9．5 26．415．398．854．244．638．79．8 O．751．98
38 17．37．0 10．323．213．895．653．342．436．29．7 0．732．00
39 17．76．9 10．720．412．489．251．737．533．19．9 0．742．05
40 18．67．1 11．418．511．781．47．633．830．19．7 0．792．14
41 13．76．8 7．0 19．312．098．255．243．131．39．5 0．801．58
42 19．46．8 12．714．99．9 71．643．628．026．39．6 0．842．23
43 18．66．8 11．815．39．8 71．143．427．724．59．5 0．872．13
44 18．56．8 11．714．29．1 68．642．326．323．09．6 O．892．13
45 18．86．9 11．813．18．7 65．340．624．721．710．0 ．932．13
46 19．26．6 12．612．48．2 61．439．322．120．410．5O．992．16
47 19．36．5 12．8ll．77．8 57．837．820．119．010．41．022．14
48 19．46．6 12．8ll．37．4 52．635．617．018．09．9 1．042．14
49 18．66．5 12．110．87．1 51．3 4．916．416．99．1 1．042．05
50 17．16．3 10．810．06．8 50．833．817．116．08．5 1．071．91
51 16．36．3 10．09．3 6．4 52．733．119．614．87．8 1．111．85
52 15．56．1 9．4 8．9 6．1 51．532．618．914．17．2 1．141．80
53 14．96．1 8．8 8．4 5．6 48．731．117．613．06．9 1．151．79
54 14．26．O 8．3 7．9 5．2 47．729．618．112．56．8 1．171．77
55 13．66．2 7．3 7．5 4．9 46．828．818．011．76．7 1．221．75
56 13．O6．1 6．9 7．1 4．7 49．28．820．510．86．6 1．321．74
57 12．86．O 6．8 6．6 4．2 49．O27．721．310．16．6 1．391．77
58 12．76．2 6．5 6．2 3．9 45．525．420．19．3 6．4， 1．511．80
59 12．56．2 6．3 6．0 3．7 46．324．322．08．7 6．2 1．501．81
60 11．96．3 5．6 5．5 3．4 46．022．123．98．0 6．1 1．391．76
61 11．46．2 5．2 5．2 3．1 45．321．423．97．3 5．9 1．371．72
62 ll．16．2 4．9 5．O 2．9 45．321．2 4．06．9 5．7 1．301．69
63 lO．86．5 4．3 4．8 2．7 43．419．523．96．5 5．8 1．261．66
平成元 10．26．4 3．7 4．6 2．6 42．418．923．56．0 5．8 1．291．572 10．06．7 3．3 4．6 2．6 42．318．323．95．7 5．9 1．281．543 9．9 6．7 3．2 4．4 2．4 39．717．522．15．3 6．0 1．371．534 9．8 6．9 2．9 4．5 2．4 38．917．221．65．2 6．1 1．451．505 9．6 7．1 2．5 4．3 2．3 36．616．420．25．0 6．4 1．521．466 10．07．1 2．9 4．2 2．3 33．515．418．15．0 6．3 1．571．50
昭和47年以前は沖縄県を含まない。＊印は概数にによる率である。
15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が仮にその年
次の年齢別出生率で一生の間に生むとした時の平均こども数に相当する。
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表20　女性の未婚率の推移 （％）
昭和25年 30 35 40 45 50 55 60 平成2
15～19歳96．598．298．698．597．898．699．098．998．2
20～24 55．266．468．368．171．669．277．781．485．0
25～29 15．220．621．719．018．120．924．030．640．2
30～34 5．7 7．9 9．4 9．0 7．2 7．7 9．1 10．413．9
35～39 3．0 3．9 5．4 6．8 5．8 5．3 5．5 6．6 7．5
40～44 2．0 2．3 3．1 4．7 5．3 5．0 4．4 4．9 5．8
45～49 1．5 1．7 2．1 3．0 4．0 4．9 4．4 4．3 4．6
50～54 1．2 1．2 1．6 2．1 2．7 3．8 4．4 4．4 4．1
55～59 1．2 1．0 1．3 1．7 2．0 2．6 4．4 4．4 4．2
資料出所：総務庁「国勢調査」
図3　離婚件数，離婚率の推移
????
（万組）
　2
1 一
離婚率
且 離婚件数
2
4
　昭和22年　　　　　30
資料出所：厚生省「人口動態統計」
40 50
2，8
24
???（????）????????????????????????????
0，4
　　　　　　　060平皮元年　6
一120一
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　戦後、我が国の人口構成は大きく変貌した。その内訳を年齢別に、年少人
口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）の3区分
に分けてみてみると、年少人口は1971年（昭和46年）の2，979万人から1995
年（平成7年）の2，010万人へと減少している。一方、生産年齢人口及び老
年人口は戦後一貫して増加している。生産年齢人口については、1971年（昭
和46年）には5，017万人であったものが1995年（平成7年）には8，713万人、
老年人口については、1971年（昭和46年）には416万人であったものが1995
年（平成7年）には1，823万人まで増加している。この結果、年少人口の割
合が大幅に低下し、代わって生産年齢人口、老年人口の占める割合が上昇し、
人口の高齢化が進展している。老年人口の割合の上昇を男女別にみると、女
性は1971年（昭和46年）の5．6％から1995年（平成7年）の16．8％へとll．2ポ
イント上昇したのに対して、男性は1971年（昭和46年）の4．2％から1995年
（平成7年）の12．2％と8ポイントの上昇にとどまっており、老年人口の増
加は女性でより急速に進んでいる。（表21）2）
　日本では、このように少子化が進み、いわゆる高齢化とあいまって、1995
年（平成7年）から生産年齢人口（15～64歳）の減少が始まっている。「男
女共同参画ビジョンー21世紀の新たな価値の創造」（総理府男女共同参画審
議会）と題する平成8年の答申も「今後は女性の能力を十分に生かしつつ、
より少ない勤労者世代で経済・社会を効率的に運用しなければならない」と
ある。
　これまでみてきたように、就業継続型の割合が急速に高まっているとはい
うものの、働く女性の多くは、育児や介護を含む家事労働という私的生活の
ための家庭内における無報酬労働、私的奉仕労働の負担に悩まされながら、
家庭と仕事の両立という大きな間題を抱えている。家事労働の負担はいぜん
として働く女性にとっての重い足かせになったままである。男性も家庭責任
を分担する動きは意識の面では徐々にひろがりつつあるものの、現実の家事
参加ということになれば欧米諸国の場合に比べ極めて少ないのが現状である。
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表21　人　口　構　成　の　変　化
総 数 女 男
年　　次
計
????15
　5
64
65??
計
????15
　～
64
65??
計
??? 15
　～
64
65??
歳 歳 上 歳 歳 上 歳 歳 上
昭和25年（1950）84，11529，78650，168 4，15542，87314，66025802
　，
，40941，24115賢12724，366 1，746
30（1955）90077
　『
30123
　，
55，167 4，78645，83414，77828，311 2，74444243
　，
15，34426856
　，
2，042
35（1960）94，30228434
　，
60469
　，
5，39848，00113，91231，032 3，05746300
　，
14，52229437
　量
2，341
40（1965）99209
　，
25529
　，
67444
　｝
6236
　，
50，5主712530
　，
34，492 3495
　7
48，69212999
　，
32，952 2741
　，
実 45（1970）104665
　　，
2 153
　レ
72，119 7393
　，
53，29612295
　，
36，854 4147
　，
51，36912857
　，
35，266 3246
　『
50（1975）111940
　　，
27，22175，807 8，86556，84913，27338，533 5，02855，09113948
　量
37，274 3，838
55（1980）117，06027，50778，83510，64759467
　レ
13，40439，893 6，14857，59414，10338，942 4，500
60（1985）121049
　　，
26，03382506
　，
12，46861552
　，
12694
　，
1475
　，
7，36859497
　，
13，33941031
　｝
5，100
数 平成2　（1990）123，61122，486 85，90414，89562914　， 10，96842935　， 8，90760，69711，518 42，9695，988
7　（1995）125，46320，103 87，13418，22663，870 9，79543，36810，70761，59310，308 43，7667，519（?
12（2000）127385
　　，
19336
　，
86，35021699
　，
64，851 9413
　7
42，86312，57562，533 9922
　，
43，4879，124
?）
17（2005）129，34620，22984，39024，72665，849 9，84441，78414，22163，49710，38542，60610，505
22（2010〉130397
　　，
21348
　，
1304
　，
27746
　レ
6410
　，
10389
　，
40，14115880
　，
63，98810959
　，
41162
　，
11866
　，
27（2015）130，03321，24477，40431，38566，27910338
　，
38，09617844
　，
63，75410906
　，
39，30813541
　，
32（2020）128，34519，83375774
　，
32，73865，492 9652
　，
37188
　3
18652
　，
62，85310181
　，
38，58614，086
37（2025）125，80618247
　，
5，11832440
　，
64262
　，
8，88036800
　，
18，58261543
　，
9367
　，
38318
　，
13，858
昭和25年（1950）100．0 35．4 59．6 4．9 100．0 34．2 60．2 5．6 100．0 36．7 59．1 4．2
30（1955）100．0 33．4 61．2 5．3 100．0 32．2 61．8 6．0 100．0 34．7 60．7 4．6
35（1960）100．0 30．2 64．1 5．7 100．0 29．0 64．6 6．4 100．0 31．4 63．6 5．1
40（1965）100．0 25．7 68．0 6．3 100．0 24．8 68．3 6．9 100．0 26．7 67．7 5．6
構 45（1970〉100．0 24．0 68．9 7．1 100．0 23．1 69．1 7．8 100．0 25．0 68．7 6．3
50（1975）100．0 24．3 67．7 7．9 100．0 23．3 67．8 8．8 100．0 25．3 67．7 7．0
成 55（1980）100．0 23．5 67．3 9．1 100．0 22．5 67．1 10．3100．0 24．5 67．6 7．8
60（1985）100．0 21．5 68．2 10．3100．0 20．6 67．4 12．0100．0 22．4 69．0 8．6
上ヒ 平成2　（1990）100．0 18．2 69．5 12．0100．0 17．4 68．2 14．2100．0 19．0 70．8 9．9
7（1995）100．0 16．0 69．4 14．5100．0 15．3 67．9 16．8100．0 16．7 71．1 12．2（? 12（2000）100．0 15．2 67．8 17．0100．0 14．5 66．1 19．4100．0 16．0 69．5 14．6
）
17（2005）100．0 15．6 65．2 19．1 100．0 14．9 63．5 21．6100．0 16．4 67．1 16．5
22（2010〉100．0 16．4 62．4 21．3100．0 15．6 60．4 23．9100．0 17．1 64．3 18．5
27（2015）100．0 16．3 59．5 24．1100．0 15．6 57．5 26．9100．0 17．1 61．7 21．2
32（2020）100．0 15．5 59．0 25．5100．0 14．7 56．8 28．5100．0 16．2 61．4 22．4
37（2025〉100．0 14．5 59．7 25．8100．0 13．8 57．3 28．9100．0 15．2 62．3 22．5
注：昭和25～平成2年の総人口には年齢不詳を含む。
資料出所：平成2年以前は総務庁「国勢調査」，平成7年以降は厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口
　　　　　（平成4年9月推計）」
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　そこで我が国の主婦達がおこなっている家事労働の現状について「社会生
活基本調査」（総務庁、1991年）によりみてみることにしよう。3）
　この統計によると、15歳以上の女性の育児、介護、買い物を含む1日の家
事関連時間は1991年（平成3年）で3時問52分である。前回調査時（1986年）
より8分、前々回調査時（1981年）より7分少なくなっている。（表22）
　15歳以上の女性がおこなっている仕事や家事などの義務的活動時間をみる
と7時間46分であり、女性の育児、介護、買い物を含む家事関連時間はその
うちの約50％も占める長時間である。さらにこれを30～39歳層の女性につい
てみると、家事関連時間は5時間41分になっており、他の年齢層に比べても
目立って増加しているその家事関連時間のおかげで、義務的活動時間は62％
以上を占めている。また育児時間をみると、40歳代以降に目立って減少して
おり、他方仕事時間は40歳代以降になって一段と増加している。家事労働時
間はさほど減少していないにもかかわらずである。子育てに一段落ついた主
婦達が、依然として家事労働の重荷は背負いながら社会的職業に進出してい
ることを示すものであろう。
　また次代の担い手を産み育てることについての社会的価値が十分評価され
てもいないといえるのではなかろうか。高齢化社会を社会全体で支えると同
時に、育児に対する支援を強化していかないと、順送りの世代間扶養は成り
立たないというようなことにもなりかねないであろう。女性が男性と差別な
く仕事をし、その意欲と能力を十分に発揮できる雇用環境をつくるためには、
家庭と仕事の両立を図ることが先決である。そしてそのためには、育児休業・
介護休業の制度は、働く女性にとって不可欠の支援策に違いない。
　均等法施行以来、育児休業制度、介護休業制度、再雇用制度など、雇用継
続を支援する制度が徐々に整備されつつあるといえるだろう。1991年（平成
3年）に「育児休業に関する法律」が成立し、法律的なレベルにとどまると
はいえ、男性も女性と同様に事業主に申し出ることにより、子が1歳に達す
るまでの問、育児休業をとれるようになった。さらに1994年（平成6年）に
は、賃金の25％を雇用保険から支給することにもなった。
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　また介護休業制度は1995年（平成7年）「育児休業・介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」として成立し、1999年（平成ll
年）4月から施行され、男女労働者は事業主に申し出ることにより、連続す
る3ヶ月の期間を限度として、要介護状態にある一定範囲の家族一人につき
1回の介護休業をすることができることになっている。
　特に、男性も育児休業・介護休業をとれる法的整備が行われたことは、従
来女性のみに押しつけられてきていた育児・介護の家事が男性にも分担され
るようになった法的保証として高く評価されるのではなかろうか。
　労働省「女子雇用管理基本調査」（1993年度）によると、育児休業制度に
ついて就業規則、労働協約等何らかの規定、根拠を有する事業所が50．8％に
達しており、事業規模が大きくなるほどその割合が高く、500人以上では
95，2％となっている。育児休業制度の導入事業所は、1981年（昭和56年）に
は、14．3％、1988年（昭和63年）には、19．2％、1990年（平成2年）には、
21．9％であったことをみると、育児休業制度施行後に定着が進んでいるとい
えるであろう。しかしなお100～499人規模では、72．2％、30～99人規模では
45．1％となっており、規模問格差が大きい。（表23）また育児休業をするこ
とができる期間は「子が1歳に達するまで」とする事業所が91．3％、「！歳
以上2歳まで」が3．7％、「2歳以上」が4．9％となっている。
　ところで育児休業規定を有する企業において、1992年（平成4年）度中に
出産した女性労働者のうち、育児休業を開始した者は48．1％。配偶者が出産
した男性労働者のうち育児休業を開始した者はわずか0．02％である。法と現
実との隔たりの大きさを痛感せざるをえない。男性の現実における育児分担
は、なおとるに足らない状態なのである。（表24）
　フルタイムで働く既婚女性2，500人を対象におこなった都の「女性労働事
情調査」（1995年ll月）によると、仕事が家庭に及ぼす影響を尋ねたところ、
「家事がいい加減になった」と答えた人は56％で、「子供との交わりの時間が
ない」という人も40％いた。また59％の人が、家庭を持ちながら仕事を続け
ることに重い負担を感じていた。一方、仕事上では、家庭を持ったことで
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表23　規模別育児のための勤務時間の短縮等の措置の導入事業所割合
区　分 計
勤務時間の短縮
等の措置を実施
している
措　置　の　種　類（M．A．） 勤務時問の
短縮等の措
置を実施し
ていない
短時間
勤務制度
フレックス
タイム制度
時差出勤
制　度
所定外労
働の免除
事業所内
託児施設
合　計 100．O41。3（100．0）（63．1） （15。0） （23．5） （48．4） （4．6） 58．7
500人以上
100～499人
30～99人
100．0
100．O
lOO．0
76．8（100．0）
57．3（100．0）
37．0（100．0）
（62．8）
（65．3）
（62．3）
（16．3）
（12．2）
（15．9）
（15．6）
（20．5）
（24．9）
（54．8）
（44．7）
（49．3）
（6．0）
（8．5）
（3．3）
23．2
42．5
63．0
（単位・％）
資料出所：労働省「女子雇用管理基本調査」（平成5年）
表24　規模別取得した育児休業期間別育児休業取得者割合
女 子 男 子
区　分
計 3か月未　満
3～6
か月未満
6～10
か月未満
1 ～12
か月未満
か月
以　上 無回答 計
3か月
未　満
3～6
か月未満
計
［48，1］ ［0．02］
100．0 25．733．019．616．6 3．2 1．9100．0 99．1 0．9
［47．4］
500人以上100．0 25．126．324．020．5 3．2 0．9100．0 82．617．4
［44．7］
100～499人100．0 29．133．420．914．5 1．6 0．6100．0100．0 『
［52．1］
30～99人100．0 23．337．315．515．6 4．5 3．8100．0lOO．0 一
（単位：％）
資料出所：労働省「女子雇用管理基本調査」（平成5年）
　注）　1　H4・4・1～H5・3・31の問に復職した育児休業取得者を100．0％とした割合である。
　　　　2　復職者の男女比は，1：99である。
　　　　3　［］は出産者に占める育児休業取得者の割合である。
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「肉体的・精神的にきつくなった」と答えた人が38％、「職場の付き合いが減っ
た」という人が37％、「残業ができなくなったり、しにくくなった」人が36
％など、支障を感じる人が多かった。しわ寄せは生活にも及び、16％が「家
庭では自由時間はほとんどない」としており、41％の人が睡眠時間は6時問
未満と回答している。日頃疲れを感じている人は、「かなり」「やや」を合わ
せて77％にもなっている。仕事と家庭を両立させるためにあったらいいと思
うもの（複数回答）は、「育児休業時間中の賃金保障や休業期間の延長」が
31％、「保育制度」が29％などの職場に対するものがみうけられる一方で、
「家庭の支援」も26％に挙がった。
　近年の老後生活に関する各種調査では共通して、最大の不安として介護問
題があげられている。厚生省の推計では、寝たきり状態、痴呆症、虚弱を合
わせた要介護高齢者数は、1993年（平成5年）の200万人から30年後には520万
人に急増すると予想される。主たる介護の提供者についてみてみると　（「国
民生活基礎調査」厚生省統計情報部、1992年）我が国では、配偶者が27．5％、
子20．6％、子の配偶者が33．4％である。その他の親族・縁者はわずかIO．6％
で、あとはホームヘルパー、家政婦その他による介護と考えられる。（図4）
これに対して、アメリカではボランティアや有料サービス等、親族や友人以
外の組織による介護の割合が19％と日本の倍以上の数値を示している。アメ
リカと比較して、日本では家族以外の選択肢がほんのわずかしかなく、ほと
んどが家族によって私的に担われているのが現状である。その介護者の性別
は、85．9％が女性であり、それを年齢構成別にみると、50歳以下が24％、60
歳以上が約50％、70歳以上の高齢者が22％を占めている。
　寝たきり老人の移動、入浴等の介助という重労働を、多くの場合家族内の
高齢の女性が担うことになるのである。寝たきり・痴呆等の高齢期の障害を、
私的対応が困難な国民共通の事故としてとらえ、国民全体で支え合う体制が
求められている。公的部門における介護サービスの充実はもとより、民間部
門も含めた多様な介護サービスの提供システムの整備が必要である。特に、
今後は介護福祉施設の充実だけでは不十分であり、在宅介護についての要望
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のウエイトが高まることが予想される。このため、民間職業紹介事業におけ
る家政婦紹介所等が在宅介護の分野においてその機能を発揮し、介護労働力
を供給していく体制を整備する必要がある。また、公共職業安定所（ハロー
ワーク）やシルバー人材センター、労働者派遣事業等その他の各種需要調整
システムとの連携を図り、それぞれの組織の特徴を活かして多様な介護二一
ズに対応できる供給システムを強化することも必要であろう。
図4　寝たきり状態の高齢者の介護者
【性別】 男14．1 女　85．9
【続き柄】
その他の
親族等
4．O
　　　親族
　　　以外
親族　　8，4
5．6
　別居???
14．0
配偶者
27．9
q
同居　86，0
子の
配偶者
33．4
????
資料出所：1992年「国民生活基礎調査」による
4．結びにかえて
　1995年北京において、アジアで初めての世界女性会議（第4回）が開催さ
れた。この会議の特色の一つは「人権」に焦点があてられたことである。北
京宣言は、「女性の権利は人権である。」と高らかにうたいあげたものである。
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また女性が能力や権限などあらゆる意味での力を獲得することの重要1生が強
調された。そして会議を通じて、女性と男性の協力が女性問題の解決のため
に欠くべからざるものであることが世界に示された。今日我が国でも、世界
的な女性問題へのとりくみの流れにそって、男女共同参画社会づくりの努力
が進められるような方向が見えかかってきているように思われる。
　1996年ll月27日、東京地裁において、均等法施行後初めておこされた男女
間差別を問う裁判の判決が出された。判決では、芝信用金庫に女性職員に対
する昇格や賃金の差別があったことを認めたのである。芝信用金庫の女性職
員達が、職場でのいやがらせや妨害等、幾多の障害と苦難をのりこえて獲得
したこの輝かしい判決は、男女不公平人事と差別賃金が一向に解消されない
我が国企業社会への大きな警鐘となったのである。
　いわゆる経済のソフト化、サービス化、情報化の進展につれて、働く女性
が大幅に増え、職域の拡大や働き方の多様化への急速な対応が求められるよ
うになってきている。女性の平均勤続年数の長期化、有配偶女性労働者の増
加、男女間賃金格差の縮少傾向等は、社会構造の歴史的変化を反映した結果
とみられる。また他国にこれまで例のない速度で訪れつつある我が国の超高
齢化社会、少子化時代。2015年には、20～29歳の若年人口は今の3分の2ま
で減り、労働力の有効活用が避けては通れぬ重要な課題とならざるをえない
であろう。それとともに、女性労働力への期待も大きい。したがってそのよ
うな視点からも、女性が働きやすい環境を整えていかねばならないのである。
　女性が仕事を続けていく上で、家庭における家事・育児、介護等々の間題
から、職場における雇用差別に至るまで種々な問題が存在している。特に、
長期的視野にたって考えたとき、それらは女性労働の活用に極めて大きな関
連をもっており、それゆえ社会、職場、家庭での強力な支援策が求められて
いる。
　その女性労働の活用のためには、法的な、また社会制度面からの環境整備
が今後ますます望まれるだろう。女性の就業を助けてそれを容易にするビジ
ネスヘの税制上の優遇措置や必要資金の低利融資制度の検討、公的介護制度
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や託児施設の整備を図る等々、社会保障のさらなる充実を進め、女性の雇用
継続を促す支援策が必要とされるだろう。それと同時に、女性の雇用継続の
ためには、家庭における男女平等と男性（夫）による女性（妻）への支援も
恒常的に不可欠なことなのである。男性の家事負担、育児負担、介護負担は
統計的にも我が国では貧弱な現状である。それを飛躍的に、大幅に増加させ
ていかなければならないであろう。またそうしたことを可能にする職場での
支援策の実行。法的、社会的対策とともに、対する両輪の片方として家庭内
での男女平等と男性による女性支援がなければならないのであり、それなし
には、せっかくの社会的支援策を充実させることも不可能であるといえよう。
　均等法の見直しを検討してきた労相の諮間機関「婦人少年問題審議会」は
1996年12月17日、募集、採用、配置、昇進などでの男女差別の解消を現行の
努力義務規定から強制規定に強化する一方、女性の深夜、時間外・休日労働
を禁じた労働基準法の女子保護規定を撤廃することなどを柱とする建議をま
とめたとのことである。
　今や雇用関係における男女差別の撤廃は必然的な流れなのである。しかし
ながら、当面する現実問題として、過労死に象徴されるような労働環境を、
そのまま女性にも押しつけるというようなことではなく、男女にかかわらず、
家庭生活とバランスのとれた働き方をまず第一に考えていく必要があるだろ
う。保護規定撤廃だけが先行してしまうような事態はさけなければならない
ということは、いまさら強調するまでもないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1997年1月20日）
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